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要旨 
	 テキストマイニングは大量の文字情報を一括処理して、隠された法則や知見

を発見する分析手法であり、従来の経済学史研究（質的分析）と接合可能であ

る。本稿はケインズ『一般理論』の初期反応を書評の発表媒体別に、単語の出

現頻度分析を前提として、クラスター分析と主成分分析を行った。クラスター

分析では有意な解釈を構成できなかったが、他の２つからは、新聞書評では『一

般理論』の社会観に紙幅を割き、貨幣・利子・政策に着目する一方で、有効需

要論を含む全般的な理論的枠組みを軽視する傾向を見いだせた。 
 
 
第１節	 テキストマイニングと経済学史 
	 この節では本稿の導入として、検証すべき仮説を最初の節で示した後、４つ

の論点を掲げる。第１に、このプロジェクトの背景として、「経済思想の伝播」

「支配的な経済思想の専門家・非専門家への受容」という全体像を描く。第２

に、経済学史の研究にテキストマイニングの手法を取り入れる意義を説明する。
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第３に、経済学史研究における三つの特性－合理的構成，歴史的構成，全体的

構成－にもとづいて，テキストマイニング分析との接合の可能性について議論

を展開する。最後に、ケインズ『一般理論』という事例研究に即して、本稿で

用いたデータの情報源について、若干の解説を加える。 
 
	 1-1	 はじめに〜仮説の提示 
	 本稿で直接的に解明したいのは、以下の３つの仮説である。 
 
「ケインズ『一般理論』の書評（1936 年に限定）をめぐり、一般読者を対
象にしている媒体では、専門的経済学者の読む学術雑誌に比べて、 

(i)一般的な読者がより理解可能な言語を用い（専門用語の回避）、 
(ii)より少数の話題で（使用言語の厳選）、 
(iii)ケインズの社会観・資本主義観に注目する（理論前提の重視）、 

という３つの傾向があるのではないか。」 
 
	 次節でさらに明らかにするように、我々の関心は、専門家（専門的経済学者）

とそれ以外の人々──ここでは便宜的に、非専門家と呼んでおこう──との間

の、専門的知識・概念をめぐる交流である。それゆえ、専門家が専門的な知を

生み出して公表する場合、非専門家の間でどのように理解されるか、誤解され

るか、単純化されて受け入れられるか、などの思想の受容・伝播という知的活

動に注目したい。上記で提示した３つの仮説は、この関心に沿う。本稿では特

に、書評の発表媒体──新聞か、一般雑誌か、学術雑誌か──を重視する。 
	 第１の仮説は、一般媒体では学術媒体に比べて、専門用語を回避する傾向に

あるのではないか、という直観的な理解を検証するという意義がある。非専門

家は、新聞等を通じて一般読者向けに書評などを執筆しているため、正確だが
．．．．

汎用性の低い専門用語を回避する傾向がある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

と推測される。また、非専門家自

身が重厚な論理構成や厳密な概念定義などを理解するのは困難なため、未知の

用語を回避する傾向も否定できないだろう。 
	 第２の仮説は、一般媒体では学術媒体に比べて、経済学に関する全般的な理

論的枠組みを読者に提示するというよりは、むしろ特定の話題に限定する傾向

にあるのではないか、という推測を検証することである。例えば、一般媒体に

おいては、革新的な理論に注目するよりも、緊急性の高い実践的・現実的な政
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策を取り上げる傾向があるかもしれない。 
	 第３の要素は、一般媒体では学術媒体に比べて、理論的枠組みを解説する（合

理的再構成）よりは、理論的背景にある社会観に注目する（歴史的再構成）傾

向があるのではないか、という推測を検証することである。例えば、非専門家

は資本主義か社会主義かという経済体制論をより強く意識している、という推

測が成り立つ。 
 
	 1-2	 経済思想の伝播 
	 この節では、上記の仮説を検証する経済学史的な背景や意義を説明しよう。	  
	 本稿は、「経済思想の受容・浸透過程に関する実証研究」というプロジェクト

の第一弾である1。本プロジェクトは経済学的思考が一般大衆である非専門家に

どのように伝播するか、その過程を(a)200年という大きな射程で、(b)イギリス
に焦点を絞り、(c)質的および量的に特定化・類型化する、という試みである。
したがって本研究は「経済学の制度化論」2および「経済政策思想史」3に密接に

関連するが、それらにおいても考慮が薄かった「経済学の通俗化」、「大衆を経

由した政策形成論」にも注目する。具体的な一次的接近方法として、その時代

を象徴する支配的な経済学の書物（例：アダム・スミス『国富論』、カール・マ

ルクス『資本論』、ジョセフ・シュンペーター『経済発展の理論』、J. M. ケイン
ズ『雇用・利子および貨幣の一般理論』など）に込められた思想が、多くの人々

の目に触れていた評論・入門書・教科書・解説書・通俗書・詩・寓話・小説・

パンフレット・ビラなどを通じて、どのように人々に受け入れられていったか

を確認する。その方法として、従来の経済学史や経済思想史が用いてきた質的

分析に加えて、以下で示されるように、デジタル化されたテキストを用いて、

専門用語の出現頻度に基づいた量的解析（クラスター分析、主成分分析など）

を試みる。このような手続きを経て、本研究プロジェクトでは、有力な経済学

がどのように変形され、受容され、最終的には経済政策や通念として社会を動

                                            
1 「経済思想の受容・浸透過程に関する実証研究：人々は経済学をどのように受
け入れたか」（基盤研究 B、研究代表者：下平裕之、課題番号 22330064、
2010-2014）。東北地方を中心とした研究分担者は次の６名である。金井辰郎（東
北工業大学）、小峯敦（龍谷大学）、福田進治（弘前大学）、舩木恵子（武蔵大学）、

古谷豊（東北大学）、本郷亮（関西学院大学）。連携研究者として、松山直樹（兵

庫県立大学）、吉野裕介（京都大学）等がいる。 
2 Coats (1981) (1993)や池尾（2006）を筆頭とする。 
3 Furner and Supple ed. (1990)や西沢・服部・栗田編（1999）を嚆矢とする。 
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かす力になったのか／あるいはならなかったのか、このリンクを動態的に描き

出すことを目指している。 
	 例えば、本稿の考察対象であるジョン・メイナード・ケインズは、重層的な

思想伝播をもっとも色濃く刻印した経済学者であった。ケインズはまず経済学

の主流ではなかったマルサスを敢えて取り上げ、自らの「革新的な」経済思想

の支柱とした。その経済思想は再び、現代の我々に多くの示唆を与えようとし

ている。 
	 ケインズは『一般理論』を世に出す前に、約 130 年前に出版されたマルサス
の『人口論』（初版、1789年）に言及し、「輝かしい才気と盛んな意気」、「若々
しい天才の作品」と激賞した4。ケインズはその文体に注目し、「高邁な明快さ」

「散文的健全性」「公平無私と公共心とによって特徴づけられている伝統」5など

と、最大限の賛辞を送った。ケインズがこれほどまでにマルサスに高い評価を

与えたのは、人口の原理（あるいは有効需要論）という内部論理もさることな

がら、次のような方法に賛意を示したからである。 
 
「知性を用いて、直観的選択と形式的原理とを混ぜ合わせたものにより、こ

れらの事象に透徹するとともに、こうして問題を解釈し、その救済策を提案

するためであった。」（Keynes 1972 [1935]: vol. 10: 107） 
 
つまり混沌して変遷する現実の問題を直観的に把握し、経済学の体系といった

大理論と折り合わせる形で、有用な政策を提言するというスタイルであった。

これこそ「イギリスにおける人文科学 humane scienceの伝統につらなるもの」
6であり、ロック、ヒューム、アダム・スミス、ペイリー、ベンサム、ダーウィ

ン、ミルの名を想起させる伝統であった。ケインズはマルサスのライバルであ

ったリカードの方法（過度な抽象化による現実からの遊離）を破棄し、マルサ

スに仮託することで「現実的で有用な経済学」の復権を動機づけたのである7。 
	 ケインズのマルサス理解（特にその有効需要の概念）が文献学から見て誤っ

                                            
4 引用は Keynes (1972 [1933], vol. 10: 85, 86)による。逆に、第二版以降は「冗
漫にして無意味な繰り返し」として、低い評価である。 
5 引用は Keynes (1972 [1933], vol. 10: 86)による。 
6 引用は Keynes (1972 [1933], vol. 10: 86)による。 
7 このようなケインズの立場は、マーシャルやピグーを含めた「古典派経済学者」
による労働市場の分析に、徹底的な異議を唱える場面ではっきりしている。 
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ているにせよ、正当にせよ、ケインズがマルサスのテキストから重厚な宝を掘

り起こし、彼自身の経済学を形成する上で、大きな礎となったのは間違いない。

そして今度はケインズ自身が「ケインズ革命」を通じて、世の中の多くの人々

に圧倒的な影響を与えたのであった。その絶対優位性は 1970年代後半以降、か
なり薄れたが、それでもケインズ政策、ケインズ主義、ニューケインジアン、

ポスト・ケインジアンという言葉がいまだに残っているように、その影響力は

持続している。そこには「公共事業の無定見な膨張主義」などという狭隘な理

解だけでは説明できないような、思想の持続的な影響力が窺える。それは、文

明の崩壊を食い止めるため、社会・政治・経済の全般的領域について、人間の

本性や制度や歴史に関する深い理解に基づき、現実的で実効可能な処方箋を生

みだそうという力強い意志である。現代に生きる我々はここに感心する──あ

るいは反発する──ため、いまだにケインズの思想が持続的に関心の的や研究

の対象となっているのである。 
 
	 1-3	 テキストマイニングとは何か 
	 それではこのような経済思想の伝播を描くには、どのような方法がふさわし

いだろうか。まずは伝統的な経済学史・経済思想史の方法（主として定性的分

析）について、次のようなまとめを施しておこう。 
	 経済学史という研究は、時代を画す理論そのものの内的論理・整合性を吟味

する理論史 economics in text、その理論が生まれた社会的背景を問う思想史
economics in contextという２つに大別される。この両者はそれぞれ、現在およ
び過去に重きを置いた経済思想の再構成であり、「合理的再構成」および「歴史

的再構成」と呼ぶことができるだろう8。ここに何のためにこうした再構成を行

うのかという未来に向けた知の営みも必要となり、すなわち「全体的再構成」

economics for the futureの視点が不可欠となる。つまりある未来志向の主観的
な洞察力（シナリオ）を通じて、思想の歴史的展開を一望の下（パノラマ）に

描き出す必要性である9。我々はこの３つの方法論──「合理的再構成」、「歴史

                                            
8 さらに経済史まで考慮すれば、思想と実態（事実関係）の関連も重要となる。
実態を反映する思想（例：唯物史観）、実態を動かす思想（例：プロテスタンテ

ィズムの倫理）、そして実態と思想のズレ（理念の実現を妨げる過程は何か）と

いう三態がありえる。特に３番目の緊張関係は重要である。小室（2012: 47-48）
を参照せよ。 
9 この３つの区分、および経済学史の「パノラマ=シナリオ・モデル」は塩野谷
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的再構成」、「全体的再構成」──を十分に意識しながら、具体的な課題設定を

通じて、経済思想の伝播を描いていく。 
	 経済学史の研究者として、我々は地道にテキストの再構成に関わってきた。

特に、経済学史・経済思想史は分析用具 rules of procedure を生み出す世界観
vision──「分析以前の認知活動」（Schumpeter 1994 [1951]: 41）──の発見・
発掘を得意としてきた。その解釈（再構成）が公表された時、通常科学と同じ

く、批判と競争とを通じてより良い認識が徐々に積み上がってきた場合も多い

だろう。良質な研究者集団という装置そのものが、経済思想の望ましい再構成

に寄与してきたと言えるのである。ただしこの再構成を行うのは、いずれの場

合でも現在の研究者である。再構成に当たって、我々自身の通念・世界観が反

映され、時代の制約を受ける。そこで、いったんは個人の意志とは離れた量的

分析をテキスト再構成の過程で噛み合わせるならば、全体としての解釈に合理

性・一貫性・説得性を増加させることが可能になるのではないか。例えば、我々

が重要とは見なさない「過去の専門用語・日常用語」を通常のテキスト解釈で

は見逃しても、機械的に処理されたテキスト解析によって「新たなデータとし

て発見」することが可能になるかもしれない。ここにテキストマイニング text 
miningという量的解釈を含む技法にふれ、従来の経済学史研究と接合させる可
能性が見いだせる。 
	 このテキストマイニング分析を、従来の統計分析 statistical analysisやデー
タマイニング data miningと比較対照することで説明しよう。 
	 従来（1990年代頃まで）の統計分析では、情報を得るための費用が高く、そ
の情報を処理するための演算能力が低いという環境を前提としていた。その中

で「できるだけ小さい情報量から、世界の姿を知ろうとする試み」（岡嶋 2006: 
10）が統計分析であり、想定された法則の事後検証を得意としてきた。現実の
経済行動に対して高い説明能力を有すると考えられている行動経済学あるいは

実験経済学といった比較的新しい経済学においても、限られた情報量から結論

を導出せざるをえない。他方、データマイニングは次のように説明される10。 
 
「データ内の情報や意思決定に使用される知識を特定するために用いられ

                                                                                                                                
（2009: 350-351, 355）による。ただし英語部分は本稿独自である。 
10 他の説明では、「数値データや名義データから属性の傾向や属性間の規則的な
関係を統計的パターンとして抽出するアルゴリズムの総称」（村松・三浦 2009: 
137）となる。 
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るさまざまな手法」（喜田 2008: 26） 
 
データマイニングという概念は、新しい手法の開発というよりは、情報をめぐ

る環境の激変に促されて誕生した。すなわち、大量のデータ・情報が安価に入

手可能で、その情報を処理する演算能力が圧倒的に高くなったという環境変化

である。対象となる情報の質が格段に向上し、その量や範囲が飛躍的に増大し

た。その結果、大量の情報を一括して、短時間で処理できるようになり、分析

の精度を格段と高めることが可能になった。後に説明するように、実証的分析

という点では，従来の経済学には見られない精度を確保することができる。処

理の方法としては、回帰分析、決定木分析、クラスター分析、ニューラルネッ

トワークなど多岐にわたる。 
	 マイニングとは元々「採鉱する」「坑道を掘る」という意味であり、データマ

イニングやテキストマイニングには２つの基本的な特性がある11。第１に、大量

の情報から隠された法則や知見を抽出することである。第２に、こうして抽出

された法則の中から、意義のある、有意味な、有用な法則を厳選することであ

る。第１の段階では主に統計処理ソフトやアルゴリズムの理解など、数理的な

処理（量的分析）が助けとなる。しかし第２の段階では、自明ではないが有意

味な法則・解釈・知見は何かという判断が不可欠であり、ここに質的分析も同

時に求められていることに留意したい。すなわち、シミュレーションなどの予

測を前提にした議論ではなく、あくまで分析対象における確実な傾向分析を展
．．．．．．．．．．．．．．．．．

開することが可能
．．．．．．．．

となる。 
	 さて、テキストマイニングは近年、急速に発展してきた分析手法である。と

ころが、この概念に一般的な定義を与えるのは難しい。最大公約数として「テ

キストからの知識の発見」（喜田 2008: 27）という説明もあるが、これだけでは
従来の経済学史研究や思想史研究との差異を浮き彫りにすることはできない。

定義の困難性は、テキストマイニングに２つの方向性が混在しているためであ

る。第１の方向性は、テキストマイニングをデータマイニングの一種、あるい

は拡張と捉える理解である。データマイニングにおけるデータは典型的には数

値であり（あるいは表形式として定型化されており）、この数量的なデータは「構

造化されている」と呼べる。そこでテキストという自然言語を──文字・単語

などの単位に分解し──数量化・構造化するデータとして変換すれば、後は通

                                            
11 岡嶋（2006: 28）を参考にした。 
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常のデータマイニングの手法が適用できる。第２の方向性は、テキストマイニ

ングを自然言語処理 natural language processingと捉え、日常用語を分類や検
索によって計算機が処理しやすい表現に直すことによって、テキストデータか

ら新しい知見を引き出す理解である。人工知能や言語学の一分野と捉えられる。

この場合、テキストマイニングはデータマイニングと一線を画すことになる。 
	 さらに、現在ではこの両者を織り交ぜた方法が数多く考案されており12、テキ

ストマイニング独自の定義を示すことは難しい。実際、以下のような方法に関

する説明が多く与えられている。 
 
「小説、新聞、メール、日記、ブログ、報告書、演説文などは文字列によっ

て自由に記述されたものであり、表形式に定型化されていない。このような

文字列で記述されたテキストデータの山から情報や知識を探し出すことを

目的とした分野」（金 2009: v） 
「テキストデータを計算機で定量的に解析して有用な方法を抽出するため

の様々な手法の総称」（村松・三浦 2009: 1）13 
 
テキストマイニングの意義としては、次の説明が有用である。 
 
「単なる検索や分類整理とは異なり、複数の文書データの内容を総合的にと

らえることで初めて得られる知見を抽出するための内容分析の技術」（佐々

木 2012: 226） 
 
	 上記の方法と意義に関する理解のもと、テキストマイニングは従来の経済学

史研究と接続する可能性を持つ。テキストマイニングの方法ではデジタル化さ

れたデータ収集から始め、統計的手法を導入するための前処理を行い、処理さ

れたデータを解析して結果を得る。しかし、マイニングは技法・技術という機

械処理だけで完結するわけではない。実際には、様々な段階で「解釈」を施さ

なければならない。すなわち、仮説、収集されたデータそのものの意義、カテ

ゴリーの名前付け、結果の意義と限界、そして解析全体を総合的に解釈する考
．．．．．．．．．

                                            
12 その一例として、喜田（2010: iii）は両者の利点を取り入れた「混合マイニ
ング」を提唱している。 
13 もう１つの説明として、「大量のテキストデータを統一的な視点から少ない労
力で分析する」（村松・三浦 2009: 1）、とある。 
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察
．
が限りなく重要な位置を占める。従って、テキストマイニングには従来から

蓄積されてきた経済学史の知見が絶対的に必要となる。その上で、複数の文書

を大量に、統一的に処理することから、従来は見逃されていた新しい知見──

例えば，匿名文書の筆者の特定、当該書籍の版別異同における思想的変化の明

確化、通俗化・単純化された支配的言説の変形など──が生まれる可能性を秘

めている。つまり、研究者の直観や長年の蓄積によって支えられてきた質的な

テキスト解釈の途中に、大量のデータを統一的に処理するという量的解釈を挟

み込むことによって、個別的で特殊な事例報告を越え（石田 2008: 5）、より深
みのある、説得力の増す仮説・知見を見出すことができるのではないか。この

意味で、テキストマイニングは、経済学史研究と適合的であり、より「発見的」

heuristic な知見を促す新しい手法となりえよう14。そして、研究手法において

も多様なアプローチがあることを示せれば、過去の経済学者たちの主張を、よ

り客観的・効果的に掘り起こす手法が競合する余地を生じさせ、様々な分野の

研究者が経済思想史という分野に参入する契機となりうるだろう15。 
	 留意すべきは、この質的分析と量的分析は背反ではなく、むしろ相乗効果を

持つ点である。テキストマイニングという新しい手法は、従来から蓄積してき

た質的分析と結合することで、経済思想史自体の伝播を広げる可能性を持つ。 
 

	 1-4	 利用する情報源〜ケインズ『一般理論』と書評 
	 本稿では 1-2 で論じた全体像のうち、ケインズ『雇用・利子および貨幣の一
般理論』（1936）の書評が、発表媒体（新聞・一般雑誌・学術雑誌）によって使
用された用語に差異があるかどうかに注目した16。言うまでもなく、この専門書

はケインズ自らが革命の書を目指したとおり、経済学の理論や思考法を一変さ

せ、政策担当者や一般の人々にまであまねく「ケインズ」「ケインズ主義」「ケ

インズ政策」を知らしめる契機となった17。この理論・政策・思考の大転換を「ケ

                                            
14 ただし、あくまでこの方法は期待される効能であり、逆に、テキストマイニ
ングという手法が、従来の経済学史研究と比べて有効でないと判明する場合も

ありうる。この場合、旧来の計量文献学に代表されるように、匿名の文書・パ

ンフレットの著者特定などという限定された領域において、この手法を経済学

史研究に適用することになるだろう。 
15 逆に、経済学史の研究者が他分野の手法を取得する良い機会ともなる。 
16 これが唯一の着目点である、あるいは最初にやるべき対象であると主張して
いるわけではない。 
17 他の偉大な経済学者と比べても、ケインズへの言及は現在でもはるかに大き
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インズ革命」と呼ぶ。この革命はやがて反革命──ケインズ以前の正統的な経

済学的思考法に回帰しようという動き──を引き起こすが、2010年前後におけ
る「ケインズ待望論」18を見ても、ケインズの洞察力が現代になにがしかの示唆

を与える潜在能力を秘めている。つまり、ケインズの思惟は 1930年代以降、ま
ずは革命的思考として受容され、1970年代以降、次に多くの人々にとって陳腐
な思考に転化し、2000 年代後半から突如として一部に復活の兆しが見られた。
なぜ、このように同じ思想が年月を経て違う扱いを受けるのであろうか。なぜ、

『一般理論』は出版から 80年以上たっても、持続的に人々に膾炙されるのだろ
うか。このような疑問に究極的に答えるため、まずはケインズの革命的な書物

が、当初、人々（専門家、政策担当者、一般の人々）の間でどのように受け入

れられたのか、という動態的な浸透過程を、テキストマイニングの手法を通じ

て明らかにしよう。 
	 我々は幸いにも Backhouse ed. (1999)という書評集を得た。この書評集の優
れた部分は、次の２点にある。第１に、３つの発表媒体ごとに『一般理論』の

書評 40本を収録していることである。その媒体とは、新聞（10本）・一般雑誌
（17本）・学術雑誌（13本）である。第２に、1936年に発表された書評のみを
扱っていることである。第１の特徴からは、媒体ごとに書評する者の文体や言

葉遣いが異なるのだろうか、という疑問を検証することが可能になる。第２の

特徴からは、後代の様々な解釈に囚われていない初期の反応をつかむことが可

能になる。「ヒックスによって経済学者の観点が変更されてしまう前に、彼らの

ケインズへの反応がどうであったかを見ることができる」（Backhouse 1999: 4）。
言うまでもなく、Hicks (1937)は IS-LM的解釈を施した最初期の書評論文であ
り、その後、Hansen (1953)などの尽力もあって、『一般理論』の標準的解釈と
しての地位を確立した。そして、ケインズ自身の経済思想に注目する研究者に

とって、この解釈の是非は常に大きな問題であった19。その発刊は 1937年４月
であり、やがて支配的になる標準的解釈に晒されていない時代の書評を取り上

                                                                                                                                
い。試みに、日経テレコン 21（日本経済新聞を中心とした新聞記事検索）によ
れば、2012年（2000年）年初から 2012年８月 13日までの期間で、ケインズ
は 52（757）件、マルクスは 28（232）件、シュンペーターは 16（221）件、
アダム・スミスは 16（264）件で言及された。ただし、マルクスについては 759
件のうちサッカー選手（闘莉王）の分（527件）を引いた。 
18 例として、Skidelsky (2009)や Clarke (2009)やケインズ学会（2011）がある。 
19 多くの論文のうちで、Minoguchi (1994)、大塚（1997）、Vroey & Hoover eds. 
(2004)を挙げておく。 
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げることで、『一般理論』からの直接的な影響を探ろうとするものである。 
	 このような理由で、我々は分析の出発点として、この書評集に収録されてい

る 40の書評20のテキストを解析することにした。分析の前に、この書評集に依

拠する欠陥をあらかじめ４つ指摘しておこう。 
	 第１に、収録数の問題である。1936年に出版された書評は、英語圏だけでも
125本にのぼる（Backhouse 1999: 2）。そのうち、40本しか書評集には再録さ
れていない。その選択基準は、入手が困難であるという理由から、新聞および

一般雑誌における書評が優先された21。 
第２に、収録された 40本（あるいは学術雑誌の 13本）のうち、８本は抄録
である。学術雑誌の書評はしばしば長すぎるため、特定の部分が削除された。

この削除が分析結果に影響を及ぼす可能性がある。どの部分が削除されたか、

という見極めも必要であろう。 
	 第３に、Hicks (1937)の影響を排除することは是としても、その下限を 1936
年末に設定することの是非である。Young (1987)が精力的に明らかにしたよう
に、IS-LM 分析の起源には複合的な事情があり、例えば Hicks (1937)は 1936
年９月に開かれた計量経済学会（オックスフォード大学）で発表された内容で

あった。その大会では他にもハロッド、ミードが同様の方程式体系で『一般理

論』を解釈しようと試みている。また、Champernowne (1936)22や Reddaway 
(1936)は IS-LM分析へと向かう図式化や方程式体系の発想において、重要な役
割を果たした。つまり 1936年の時点から、既に図式化や連立方程式体系による
『一般理論』の解釈は始まっていたのである。実際、方程式化に貢献した Lange 
(1938)は Reddaway (1936)から直接にヒントを得たのであった（Young 1987: 
79／訳 128）。 
	 第４に、３つの範疇が適切か否かである。前述のように、Backhouse ed. (1999)
は書評の発表媒体として３つの範疇に分けた。新聞 Newspapers、一般雑誌
General, Literary and Professional Journals、学術雑誌 Specialist Academic 
Journals である。１番目の範疇は明白である。３番目に関しては、経済学の学

                                            
20 付録に著者と発表媒体を記した。 
21 似たような書評集にMcCann ed. (1998)がある。こちらは 1936年と 1937年
の書評のみ 45本を収録している。新聞書評はなく、主要な雑誌媒体から長めの
書評を再録するという基準（McCann 1998, vol. 1: 3）を持つ。Backhouse ed. 
(1999)との重複は、同時期の 35本中 23本であった。 
22 この論文はCRGT_C-c-39としてBackhouse ed. (1999)にも再録されている。 
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術雑誌がほとんどだが、政治学や統計学の系統も含まれている。ただし書き手

の全員が広い意味では経済学者である23。これらに対して、２番目の範疇は中間

形態として、判別しにくい。政党色の強い雑誌、金融関係者の読む雑誌、総合

学芸雑誌など、数多くの性質を持つ。書き手も専門的な経済学者の場合もあれ

ば、政治家やジャーナリストの場合もある。書き手ではなく、媒体によって区

別することの意義は、慎重に見守る必要があるだろう。 
	 以上の限定条件を考慮した上で、あらためて書評分析に向かう。３つの範疇

ごとに、書評に用いられた言葉にどのような差異が存在するか、以下の手順に

従い、分析を進めていこう。その前に、付録として、40本の書誌情報を付けて
おこう。各書評のタグは、分類のためにこちらが付与した。タグは書評の発行

母体（A：新聞、B：一般雑誌、C：学術雑誌）と書き手（a :ジャーナリスト等、
b : 理論経済学以外の研究者、c :理論経済学者24）という範疇と、01から 40ま
での通し番号によって区別するように付与した（付録１を参照）。著名ではない

者に若干の伝記情報を与えた。その部分は Backhouse ed. (1999: 243-245)およ
び Oxford Dictionary of National Biography電子版を参考にした。I, II, III（タ
グでは A, B, C）という区分は、Backhouse ed. (1999)による元々の分類である。 
 

第２節	 頻度分析による解釈 
	 本節では実際の分析過程をやや詳しく記述し、その結果を導く。経済学史研

究ではテキストマイニングの手法に馴染みがないため、その分析過程において

も詳細な検証が必要なためである。経済学史研究にテキストマイニングを導入

する際、次の４つの手続きが最低限は必要である。（１）対象テキストを電子化

し、OCR（optical character reader）処理をする。（２）OCR処理されたテキ
ストをMicrosoft Wordなどのソフト上で整形（文字化けを直し、無意味な記号
を排除するなどの手作業を行うこと）し、テキストファイルとして保存する。（３）

保存されたテキストファイルをMicrosoft Excelに読み込ませ、タグ付けを行っ
た後、CSVファイルとして保存する。（４）テキストマイニングのツールにて解
析する（図１）。 
	 こうした前処理を前提として、本稿では、単語の出現頻度分析、クラスター

分析、主成分分析という三種類の主要分析を試みた。第２節では、前処理と出

                                            
23 今回の分析では、書評28, 31, 35の著者は理論経済学者ではないとみなした。 
24 cでは、経済史や金融論の経済学者を除いている。 
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現頻度分析を扱う。 
 
 

 
 

図１	 テキストマイニングの流れ 
 
	 2-1	 マイニングの前処理 
	 テキストマイニング分析を行う場合、テキストそのものを解析処理しやすい

ように、前処理を行う必要がある。まず当該のテキストをデジタル化しなけれ

ばならない。本研究では、Adobe社製の Acrobat Professionalというソフトを
用いて、デジタル化されたテキスト（PDFファイル）に対して、OCR（光学式
文字読み取り装置）を施した。この処理によって、デジタル化されたテキスト

全体を検索可能な文字列として認識させることができる。 
	 次に、OCRにかけた当該テキストをWordファイルに変換し、検索・置換の
操作をする。この操作は、テキスト全体を一文一文のまとまりに切り込むため

である。まず、Wordのメニューバーより「検索」ウィンドウを表示させる。ウ
ィンドウ内の「特殊文字」タブにて「段落記号」を選択することによって、置

換後の文字列が「^p」と表示される。そして、検索する文字列をピリオド「.」、
置換後の文字列を「.^p」とすれば、当該テキスト全体をピリオドの直後に改行
することができる。この操作によって、テキスト全体がすべて一文ずつ改行さ

れた状態になる。 
	 さらに、この文書をテキストエディタなどで読み込み（例：mi, 2.1.8という
テキスト・ソフトを使用）、Excel を開き、タブ区切りとして読み込ませる。こ
の段階で、セルの一行一行に元文章が一行ずつ対応して表示される（図２）。こ

の各行「タグ付け」を行えば、その文書を管理することが容易になる。そのた

め、ここでは Excelの一列目に、書評ごとに 40のタグを付けた（もちろん同じ
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書評で、節やページごとなどの別のタグを付けることも可能である）。最後に、

この Excelファイルを「カンマ区切り形式（CSV）」として保存する。汎用性の
あるテキストマイニングのソフトの多くが、CSV ファイルに対応しているため
である。 

 
図２	 タブ区切りした Excelファイル 

 
	 このようにして、やや煩雑ではあるが、テキストマイニング分析をするため

の下準備を行う。この部分を疎かにすると、分析の結果が大きく異なってくる

ので、細心の注意を払うことになる。特に OCRの精度を上げることは重要であ
る。OCRの精度が低いと、整形に多大な時間がかかり、また検索が不正確にな
り、分析結果の根幹が揺らぐことになる。 
	 本研究では、テキストマイニング分析を行うにあたって、 TTM
（TinyTextMiner v0.80）というフリーウェアを用いた25。これは CSV形式の
「タグ付きテキスト」を読み込んで、６種類の集計データを自動的に作成する

ソフトである（図表２）。その６種類とは、語のタグ別集計（出現頻度）、単語

のタグ別集計（出現件数）、語×タグのクロス集計（出現頻度）、語×タグのクロ
ス集計（出現件数）26、語×語のクロス集計（出現件数）、テキスト×語のクロス

                                            
25 http://mtmr.jp/ttm/, 作成者は村松真宏・三浦麻子である。 
26 同じ一文のテキストの中で、ある語が何回も出現した場合、出現頻度（のべ
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集計（出現頻度）である。ここで「語」とは形態素morphemeと呼ばれ、意味
を持つ最小の文字列のことである。文を単語ごとに分割し、品詞情報などを付

け加える作業を形態素解析と呼ぶ27（金 2009: 26）。日本語で、文を単語に分割
することを「分かち書き」と呼ぶ（石田 2008: 8）。このソフトでは、動詞・名
詞・形容詞・副詞を区別することが可能で、また日本語と英語が解析できる。 
	 本稿では、元の文章を整形する際に、書評の本文のみを扱い、脚注は削除し

た。またページや題名など各頁におけるヘッダー、フッターの情報もすべて削

除した。 
 
	 2-2	 頻度分析	  
	 さて、このソフトで出現頻度の高い名詞を抽出した。認知心理学でのカテゴ

リー化研究において、ある理念・概念・思想がもっとも象徴的に現れるのが名

詞に他ならないからである（喜田 2008: 151）。ただし、意味を持つと思われな
い高頻度単語（例：Mr, Keynes, book, economistsなど）はあらかじめ除外し
た。参考までに、40本の書評ごとの上位 10位の表は、付録２にある。 

 
図３	 Tiny Text Minerに Excelファイルを読み込ませる 

                                                                                                                                
回数）ではすべてを数えるが、出現件数としては１つとなる。 
27 分析対象のテキストが日本語の場合、分かち書きがなされていないので、形
態素に切り出す作業が重要となる。村松・三浦（2009: 126）も参照。 
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	  CRGT_ A (01-10) CRGT_B (11-27) CRGT_C (28-40) 

1 rate investment  rate 

2 investment rate interest 

3 employment interest money 

4 interest employment employment 

5 theory theory investment 

6 capital money unemployment 

7 money demand demand 

8 consumption wage wage 

9 wealth capital saving 

10 demand employment theory 

11 state consumption supply 

12 policy system capital 

13 level policy income 

14 world income labour 

15 production analysis system 

16 conditions level equilibrium 

17 time labour analysis 

18 unemployment argument liquidity 

19 income  time  point 

20 propensity years amount 

 
表１	 出現頻度（上位 20位、名詞） 

 
	 ３つの範疇別の上位 20位は表１の通りである。色つきの背景は、他の範疇で
は見られない単語である。この出現頻度だけでも、大まかにいくつかは判明す

る。まず雇用 employment・利子 interest28および貨幣 money という題名に含
まれるキーワードは、すべての範疇で上位７位までに入っている。また有効あ

るいは総という単語は入っていないが、需要 demandも上位 10位までに現れて
                                            
28 ただし利益という意味で用いられた場合も、区別せずに含まれている。また
rateという単語と同時に用いられていると推測される。 
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いる。また資本 capitalという単語も上位 12位までに入っている29。 
	 逆に、その範疇でしか見られない単語もある。新聞書評には富 wealth、国家
state30、世界 world という単語が目を引く。これは一般向けの新聞書評が、分
析用具の解説よりは、ケインズの世界観を語ることが多いためだと推測される

（仮説３の是認）。なお、新聞の書評者 10名はすべて専門的経済学者ではなく、
他分野（経済史を含む）の研究者２名と、ジャーナリスト等８名であった。一

般雑誌の書評は、議論 argument と年 years という２つの単語がこの媒体のみ
で高頻度になっており、他の 18はすべて別の媒体でも高頻度であった。一般雑
誌が、新聞や学術雑誌と共有する用語を用いている証拠であり、両者の中間的

な性格を持つゆえ、と推測できる。なお、一般雑誌の書評者 17名のうち、専門
的経済学者は４名、経済学の以外の研究者は５名、ジャーナリスト等は８名で

あった。最後に、学術雑誌の書評には、均衡 equilibrium、流動性 liquidity と
いう専門用語が入った。また貯蓄 savingは第９位、供給 supplyも上位 11位に
入り、他の媒体と異なり、需給分析や総供給関数に関する言及が増えていると

推測される。点 point、量 amountについては不明である。なお、学術雑誌の書
評者 13名のうち、理論経済学者は 10名、他分野（銀行論を含む）の研究者は
１名、ジャーナリスト等は２名であった。 
	 なお、「高頻度の単語は、少なくとも分析の対象として有意味である」とは言

えるが、「重要な単語が高頻度とは限らない」のもまた事実である。その例とし

て、アダム・スミスの「見えざる手」invisible handが直ちに挙がるであろう。
スミスは生涯、この用語を少なくとも３度用いている。１度目は『哲学論文集』

に収録された「天文学史」31においてである。２度目は『道徳感情論』（1759）
である（第４部第１編、IV.I.1032）。３度目は『国富論』（1776）である（第４
編第２章、IV.2.933）。つまりそれぞれの著作において、１度しかこの用語を使

っていないのだが、「神の見えざる手＝市場＝価格の自動調整機構」と解釈する

                                            
29 「資本の限界効率」という『一般理論』特有の特殊な用語を指すことも含む
だろう。 
30 ただし「長期期待の状態」という具合に、状態という意味の可能性を含む。 
31 1795年に遺言により死後出版。執筆時期は不明だが、1748-58年頃の青年期
であった。この場合のみ、「ユピテルの」（ローマ神話の主神）という形容詞が

付いている。『道徳感情論』の水田訳下巻 25頁（注２）を参照。 
32 「見えざる手に導かれて、…意図することなく、知ることなしに、社会の利
益を推し進める…」（下巻訳 24頁）。 
33 水田監訳・杉山訳の第２分冊 303頁、山岡訳の下巻 31頁。 
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是非は問わないとしても、このような解釈は経済学者を含む人々に圧倒的な影

響力を与えた。頻度分析には、このような制約があると心得るべきだろう。 
 
第３節	 多変量解析による解釈 
	 第２節で行った出現頻度分析だけでは、発表媒体や執筆者に関する範疇別の差

異がまだはっきりしない。そこで、次の段階として多変量解析という別の統計

手法を用いることにする。多変量解析multivariate analysisとは、複数の変数
間に存在する影響・相互関連を一括して解析し、隠された傾向を探る統計的手

法の総称である。主成分分析、対応分析、因子分析など、数多くの方法がある。

いずれの場合も、複数の変数のデータを、何らかの方法で情報の損失を抑えな

がら少ない変数に集約したり分解したりすることになる。この抽出された変数

こそ、多数のデータに埋もれた知見となりうる。その際、各データの平均値だ

けでなく、むしろ偏差（平均値からの離れ具合）を重視することになる。この

偏差は各データの「個性」「ばらつき具合」を示すからである（涌井・涌井 2011: 
19）。統計量としては分散（偏差の二乗平均）、共分散に注目することになる。 
	 以下では、まず統計ソフトの Rを GUI化した R Commanderの使用法を解説
した後、クラスター分析と主成分分析を実際に行ってみる。 
 
	 3-1	 統計ソフト Rによる手順 
	 本稿では統計ソフトとして R を用いた。R は統計計算とグラフィックスのた
めの言語・環境であり、次のような特長を持つ34。１．無料であること。２．複

数の OSに対応していること（Windows, Mac, Linux, Unix）。３．きめ細かな
グラフィックスを作成できること。４．特定の機能に限定せず、使用者が新し

い関数を拡張できること。５．既に複数パッケージが用意され（例えば R 
Commanderは Rの機能を GUI方式で利用可能）、利便性が高い。 
	 以下では、R Commanderを用いた主成分分析を行う手順を紹介する。 
	 まず、一列目にタグ、一行目に変数（この場合は単語）を配置した CSVファ
イルを準備する。次に、R を立ち上げ、コマンドとして library(Rcmdr)を入力
し、パッケージから R Commanderを呼び出す。起動したら、上記の CSVファ
イルをコピーする。「データのインポート」「テキストファイルまたはクリップ

                                            
34 http://www.okada.jp.org/RWiki/?RjpWikiには、インストールから掲示板ま
で、日本語環境による Rに関する情報が集積している。 
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ボード、URL から」を選択することになる。「データファイルの場所」はクリ
ップボードとして、「フィールドの区切り番号」は空白としておく。ここまでの

作業は「データセットを表示」で確認できる。プルタブで、「統計量」→「次元
解析」→「主成分分析」を選択する。「変数」は全てを選択し、「データセット
に主成分得点を保存」を選ぶ。保存する主成分数は全て（この場合は 30個）を
選択する。ここまでの作業は、「出力ウィンドウ」で主成分・寄与率・累積寄与

率等が表示される。また、「データセットを表示」で、元データの後ろに主成分

得点が追加される。最後に、「出力をファイルに保存」で、出力ウィンドウがテ

キストファイル形式で保存される。「データ」「アクティブデータセット」「アク

ティブデータセットのエクスポート」を選択し、「行名をつける」チェックを外

す。保存先を選択すると、テキストファイルとして出力される。その後、エク

セルにデータをインポートすると加工が容易になる。 
 

 
図４	 R Commander読込用に整形した CSVファイル 

 
	 3-2	 クラスター分析 
	 多変量解析の中でもクラスター分析 cluster analysisとは、測定された対象間
の近さ（関連性）を基準に、対象をいくつかのグループ（クラスター）にまと

める統計的手法35である（村松・三浦 2009: 64）。ここではその中でも、ある基

                                            
35 別の定義では、与えられた外側の基準を用いずに、対象の分散・総監・類似
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準で対象間の類似度を測定し、似たもの同士を段階的にまとめていく階層的ク

ラスタリングを採用した。この手順は主に次の４つである。（１）データ集合の

中から、互いの距離（類似度）36がもっとも近くなる（大きくなる）データのペ

アを捜す。（２）そのペアを１つのクラスターとして統合する。（３）そのクラ

スターと残りのデータ集合の中から、再び互いの距離がもっとも近くなるデー

タを探し、さらに１つのクラスターとして統合する。（４）データ全体が１つの

クラスターに統合されるまで、上記の手順を繰り返す37。 
 

 

図５	 クラスター分析の結果（ウォード法、ユークリッド距離） 
 

	 対象である 40本の書評に関するクラスター分析の結果は、図５のようになっ

                                                                                                                                
度・距離の情報を用いてグループ分けする分析である（金 2009: 160）。 
36 距離や類似度は別に定義されている。ピアソン相関係数、コサイン類似度、
ユークリッド距離など、複数の指標がある（金 2009: 161）。 
37 この手順の表現は http://gihyo.jp/dev/feature/01/visualization/0002を参考
にした。 
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た。高さ 0.10の部分で評価した場合、39を除き大まかに３つのクラスターによ
って構成されていることがわかる（数字は書評の通し番号を示す）。 
	 この３つのクラスターに何らかの「意味づけ」「新しい範疇分け」を行うこと

ができれば、この分析の有用性を導き出せたはずである。しかし、今回は各書

評をまとめうるような概念を発見できなかった。また、試みに書評４と書評 14
について、実際に従来のように人間の目で読み進めていくと、両者が「近い」

あるいは「類似性がある」とは認められなかった。書評４は経済史家アシュト

ンによる新聞書評だが、専門家向けに、「一般」と名付けることの意義、有効需

要・使用者費用・限界消費性向・投資乗数などの新しい概念に意義を認めてお

り、極めて専門的な経済学者に向けて書かれた内容となっている。さらに書評

14はアメリカの老練な経済学者サイモンによる一般雑誌への書評だが、金融政
策の観点から『一般理論』の革新性に疑義を呈している。つまり内容上、両者

が「近い」書評であるとは認めがたい。しかしながら、統計上は類似度が高い

と出ている。 
	 クラスター分析では n 次元ベクトルの距離を測るのだが、現状では、様々な
「距離」そのものに関する様々な考察が展開されており（金 2009: 161）、分析
に応じてやや便宜的に変更されている状態である。このような距離の意味づけ

を経済学史的に確定する解釈は現状では困難であり、ゆえにクラスター分析が

ここでは有効でないと判明した。距離に関するさらなる探求、あるいは別の手

法が必要となろう。 
	 そこで、別の多変量解析である主成分分析による解析を試みよう。 
 
	 3-3	 主成分分析38 
	 主成分分析39principal component analysisとは、「多くの変数によって記述
された量的データについて、複数の変数間の相関（共分散）を少数個の合成変

数（これを主成分という）に縮約し、データの解釈を容易にするための分析手

法」（村松・三浦 2009: 60）である。元の変数が n個あれば、n次元の情報があ
ると言えるが、その情報の大半をごく少数の主成分に要約して表現できれば、

                                            
38 参照したサイトに http://www.macromill.com/method/d05.html（マクロミル
社）などがある。 
39 その他の説明では、「データの分散共分散、あるいは相関の情報にもとづいて
多くの変数のデータの情報の損失を抑えながら少ない変数に集約して分析する

方法」（金 2009: 147-148）である。 
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この解析は成功したとみなせる。n次元をすべて考慮するよりも、２つ３つの主
成分のみを熟慮することができるし、また散布図 scatter plot40などによって、

全体の傾向を視覚的に表現することも可能となる。少数の合成変数を作るには、

多くの変数にウェイト（重み）という係数をかければよい。この場合、ウェイ

トの付け方は、合成変数が元の変数の情報量を、できるだけ多く含むように工

夫しなければならない41。その基準としては、「１つ１つの個体が最もバラバラ

になるような変量の和を作る」（涌井・涌井 2011: 74）、つまり分散が最大にな
るような変量の和を求めれば良い。主成分係数とは主成分を作る際の係数を表

し、その主成分がどのような特性を持っているかを示すので、ここに主観的な

解釈を付与する余地がある。 
	 主成分分析で得られる指標は主に４つある。第１に、固有値 eigen valueであ
る。固有値とはベクトルを一次変換した場合、元のベクトルの何倍になったか

を示す値である。この分析における固有値は主成分の分散に対応しており、そ

の主成分がどの程度、元のデータの情報を保持しているかを表す。第２に、寄

与率 contribution である。ある主成分の固有値が表す情報が、すべてのデータ
の中で、何％ぐらい説明できるかという割合の指標42である。第３に、累積寄与

率とは、各主成分の寄与率を大きい順に足して累積した率である。そこまでの

複数の主成分で、元のデータが持っていた情報量が全体として、どのくらい説

明されているかを示す。第４に、主成分得点 principal component scoreである。
これは主成分に個々のデータを代入したものであり、各データ（現在の分析で

は各書評）の特徴を検討する際などに用いられる。 
	 ここで何番目までの主成分を用いるべきかが問題となる。一概には言えない

が、目安として累積寄与率が 70〜80％、つまり全体の情報の７〜８割が確保さ
れていれば良いという考え方がある（金 2009: 150; 村松・三浦 2009: 134）。
あるいは主成分の固有値が１を超えれば良い。また各主成分の大きさを折れ線

グラフに記入し（スクリープロット）、折れ線の傾きがゆるやかになる前までの

                                            
40 ２種類の項目を縦軸と横軸にとり、１つの要素を打点 plotとして記入する図
のこと。相関関係を見いだすことができる。 
41 データが２変数で２次元の散布図で示される場合、データの分散がもっとも
大きくなる方向に軸をとると、これが第一主成分となる。データの散らばり具

合が情報量だからである。次に平均値（重心）を通って、第１主成分である直

線に直交する（無相関とする）線が第２主成分となる。 
42 「資料全体の分散に占める主成分の分散の割合」（涌井・涌井 2011: 81）。 
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主成分を採用する場合も見られる。 
	 以上の原則に基づいて、TinyTextMinerを用いて実際に分析を進めた。40本
の書評について名詞・形容詞を抽出し、有意でない語を除いた上位 30語に対す
る主成分分析を行った（表２）。単語の出現頻度は、各書評の単語抽出数に対す

るパーセンテージで測られているので、相対的な概念に変換されている。 
 
1 rate 16 supply 
2 interest 17 new 
3 employment 18 full 
4 investment 19 classical 
5 money 20 labour 
6 theory 21 system 
7 economic 22 analysis 
8 demand 23 consumption 
9 saving 24 general 

10 unemployment 25 point 
11 wage 26 level 
12 capital 27 policy 
13 monetary 28 equilibrium 
14 real 29 amount 
15 income 30 volume 

表２	 上位 30語（名詞・形容詞） 

	  
	 分析の結果として、抽出された主成分に関して各書評の特性を分析する際に

有益な情報を持つと解釈される第１・第３主成分を用い、書評の分類を行うこ

ととした。 
	 第１主成分は「『一般理論』全般に関して記述しているかどうか」（符号はマ

イナス）を示すと解釈した。『一般理論』のキーワードを含むほぼすべての単語

の主成分係数がマイナスとなっているためである（表３）。より具体的に言えば、

第１主成分から得られる主成分得点がマイナスであれば、その書評は『一般理

論』に関連した単語をより多く用いていることを意味する。 
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economic 0.2219989 consumption -0.14900408 amount -0.20580898 

theory 0.12677544 capital -0.14954215 money -0.21233477 

general 0.05940433 real -0.15310015 employment -0.22557954 

classical -0.01233819 unemployment -0.15480631 wage -0.22562888 

labour -0.03009172 volume -0.15631914 interest -0.22692368 

point -0.04927694 full -0.15932496 demand -0.23939894 

system -0.05022263 income -0.16091675 investment -0.26207463 

new -0.05095378 equilibrium -0.18289184 level -0.27614844 

policy -0.0769707 supply -0.18881326 rate -0.29096653 

monetary -0.12585906 analysis -0.19888944 saving -0.31106015 

表３	 第１主成分係数 
 

第２主成分については、明確な特徴が見当たらなかったが、第３主成分につい

ては、「有効需要に関する記述（符号はプラス）、または貨幣・利子・政策に関

する記述（符号はマイナス）があるかどうか」を示すと解釈した。貨幣・利子・

政策に関連にした単語（例：monetary, rate, interest, money, policyなど）の
主成分係数がマイナスとなっていたためである（表４）。より具体的に言えば、

第３主成分から得られる主成分得点がプラスであれば、その書評は有効需要に

関連した単語をより多く用いていることを、また主成分得点がマイナスであれ

ば、その書評は貨幣・利子・政策に関連した単語をより多く用いていることを

意味する。 
	 ここで、第１主成分の寄与率は 0.193、第２主成分までの累積寄与率は 0.354、
第３主成分までの累積寄与率は 0.459 である。つまりこの３つの主成分の情報
によって、全体の５割弱が説明できる。 
 
theory 0.39054004 system 0.17131203 capital 0.0222231 

new 0.31195306 analysis 0.13898264 Real -0.01470536 

equilibrium 0.29798407 amount 0.12483371 monetary -0.05200553 

general 0.29143946 investment 0.11539746 demand -0.09110449 

classical 0.23327862 full 0.08174945 Rate -0.09764709 

point 0.22030352 consumption 0.07201013 unemployment -0.16684662 

employment 0.21443509 volume 0.0624488 interest -0.17063953 
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economic 0.1837546 wage 0.05505671 money -0.20500441 

supply 0.18298296 saving 0.04635718 Level -0.21256 

income 0.17709158 labour 0.04410513 Policy -0.25102933 

表４	 第３主成分係数 
 
	 このように上位３つの主成分に解釈を施した後、各書評がどのようなグルー

プに分かれるか、特徴が明確である第１・第３主成分の主成分得点分布を見て

みよう（表５）。 
 
 PC1 PC3  PC1 PC3 

CRGTA-a-01 -0.8990936 -0.79685458 CRGTB-b-22 -0.8943621 0.96022709 

CRGTA-a-02 3.3065478 0.03049178 CRGTB-b-23 -0.1257338 -0.29036553 

CRGTA-a-03 -0.6794344 -2.67270333 CRGTB-b-24 1.9649353 -0.24515939 

CRGTA-a-06 2.024372 -1.50887903 CRGTB-c-12 -2.5992161 0.24053605 

CRGTA-a-07 3.5468733 -1.41123971 CRGTB-c-14 2.0267028 -0.03325113 

CRGTA-a-08 3.7352497 0.57392923 CRGTB-c-16 -2.5923431 -0.38892521 

CRGTA-a-09 -1.2905436 -4.77436818 CRGTB-c-26 -0.2299826 0.1732277 

CRGTA-b-04 0.4049532 2.60923225 CRGTC-a-28 -3.6096611 2.46106991 

CRGTA-b-05 -1.9259027 -0.75814147 CRGTC-a-31 0.5899064 1.9073785 

CRGTA-b-10 1.3381762 -0.87215599 CRGTC-b-35 -1.0428692 -0.73757552 

CRGTB-a-11 -3.705889 -1.2923032 CRGTC-c-29 2.3716328 2.52670929 

CRGTB-a-13 0.8771983 -0.97965112 CRGTC-c-30 0.3571048 -1.62665048 

CRGTB-a-15 1.4297387 1.52405568 CRGTC-c-32 -2.1143372 2.24446178 

CRGTB-a-18 3.2975217 -1.64714231 CRGTC-c-33 2.9214082 -0.71432123 

CRGTB-a-20 2.2609216 1.47685356 CRGTC-c-34 0.5010754 0.02564573 

CRGTB-a-21 -1.4872937 1.40453268 CRGTC-c-36 -1.1627076 -2.27541916 

CRGTB-a-25 2.9594291 1.08774964 CRGTC-c-37 -0.7435267 -2.52513912 

CRGTB-a-27 -4.4285855 -1.69884009 CRGTC-c-38 1.7886398 2.59627288 

CRGTB-b-17 0.7457138 1.58721483 CRGTC-c-39 -6.5585032 0.15312026 

CRGTB-b-19 1.2307095 -0.75960786 CRGTC-c-40 -3.588825 4.42598484 

表５	 第１主成分得点（PC1）と第３主成分得点（PC3） 
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	 これらの主成分得点の特徴に応じて、40本の書評を分類してみよう。第１主
成分得点が負の場合（『一般理論』の主要概念全般に着目している場合）と第３

主成分得点が負の場合（貨幣・利子・政策に特に着目している場合）それぞれ

に関して、次のような比率となる。 
 
（A）第１主成分得点が負の場合 
	 『一般理論』の主要概念全般に着目している書評の比率は、新聞（01~10）で
40％、一般雑誌（11~27）で 47％、学術雑誌（28~40）で 54％である。著者の
比率（各範疇の著者の総数を 100％とした時、このグループに何％入っている
か）は、ジャーナリスト等 41.1％、それ以外の研究者 44.4％、理論経済学者 57.1％
である。 
 
（B）第３主成分得点が負の場合 
	 貨幣・利子・政策に特に着目している書評の比率は、新聞（01~10）で 70％、
一般雑誌（11~27）で 53％、学術雑誌（28~40）で 39％である。著者の比率は、
ジャーナリスト等 52.9％、それ以外の研究者 66.7％、理論経済学者 42.3％であ
る。 
 
	 次に、この両者を組み合わせて、４つのグループ分けを施そう。第 1 主成分
ならびに第 3 主成分は，正と負に分けることによって４つの組み合わせが可能
である．各々の（第 1 主成分，第 3 主成分）の組み合わせについて，（負，負）
のグループでは 11本の書評が対象であり，（負，正）のグループの書評は 8本，
（正，負）のグループは 10本，（正，正）のグループは 12本というように分け
られ，40本の書評がほぼ四等分されている． 
 
（１）第１主成分得点、第３主成分得点がともに負 
	 次の 11 本である。このグループは「『一般理論』の主要概念全般に着目し、
その中でも特に貨幣・利子・政策について注目している」書評であると解釈す

る。全体の約 28％が該当する。タグのうち、CRGTという共通部分を除いた後
半部分を列挙すると、A-a-01、A-a-03、A-b-05、A-a-09、B-a-11、B-c-16、B-b-23、
B-a-27、C-b-35、C-c-36、C-c-37 である。媒体の比率（各媒体の総数を 100％
とした時、このグループに何％入っているか）は、新聞（01~10）で 40％、一
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般雑誌（11~27）で 23.5％、学術雑誌（28~40）で 23％である。著者の比率は、
ジャーナリスト等 29.4％、それ以外の研究者 22.2％、理論経済学者 21.4％であ
る。 
 
（２）第１主成分得点が負、第３主成分得点が正 
	 次の 8本である。このグループは「『一般理論』の主要概念について全般的に
着目し、その中でも特に特に有効需要論について注目している」書評であると

解釈する。全体の約 23％が該当する。タグは、B-c-12、B-a-21、B-b-22、B-c-26、
C-a-28、C-c-32、C-c-39、C-c-40である。媒体の比率は、新聞（01~10）で 0.0％、
一般雑誌（11~27）で 23.5％、学術雑誌（28~40）で 30.7％である。著者の比
率は、ジャーナリスト等 11.8％、それ以外の研究者 11.1％、理論経済学者 35.7％
である。 
 
（３）第１主成分得点が正、第３主成分得点が負 

	 次の 10 本である。このグループは「『一般理論』の主要概念のうち、貨幣・
利子・政策について特に着目している」書評であると解釈する。全体の約 25％
が該当する。タグは、A-a-06、A-a-07、A-b-10、B-a-13、B-c-14、B-a-18、B-b-19、
B-b-24、C-c-30、C-c-33 である。媒体の比率は、新聞（01~10）で 30.0％、一
般雑誌（11~27）で 29.4％、学術雑誌（28~40）で 15.4％である。著者の比率
は、ジャーナリスト等 23.5％、それ以外の研究者 33.3％、理論経済学者 21.4％
である。 
 
（４）第１主成分得点、第３主成分得点がともに正 

	 次の 11 本である。このグループは「『一般理論』の主要概念のうち、有効需
要論について特に着目している」書評であると解釈する。全体の約 28％が該当
する。タグは、A-a-02、A-b-04、A-a-08、B-a-15、B-b-17、B-a-20、B-a-25、
C-c-29、C-a-31、C-c-34、C-c-38である。媒体の比率は、新聞（01~10）で 30.0％、
一般雑誌（11~27）で 23.5％、学術雑誌（28~40）で 30.8％である。著者の比
率は、ジャーナリスト等 35.3％、それ以外の研究者 22.2％、理論経済学者 21.4％
である。 
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	 3-4	 分析のまとめ 
	 この節では、主成分分析の結果を簡略にまとめておこう。 
	 第１主成分得点（負）からわかることは、媒体の専門性が高まるほど（A か
ら B、B から C）、『一般理論』の主要概念について全般的に着目している割合
が高くなることである（仮説における要素２の是認）。新聞書評では厳しい字数

制限もあってか、特定の論題に絞らざるを得ないのかもしれない。その点、専

門的な媒体における専門家は、紙幅が十分あることに加えて、対象本をなるべ

く公平に全体的に書評しようという心構えが貫徹するのかもしれない。また、

第３主成分得点（負）からわかることは、新聞書評において貨幣・利子・政策

に注目する割合が７割と高く、媒体の専門性が高まるほどその割合が低くなっ

ていくことである。新聞媒体においては、『一般理論』の全般的な理論的革新と

いうよりは、例えば貨幣政策や金融政策・通貨政策により強い関心を喚起させ

た書き方になっていると推測される。 
	 第 1・第 3主成分を用いた評価で特徴的なのは、「『一般理論』全般に着目し、
特に有効需要論に注目している」新聞書評（第２グループ）が存在しないこと

である。逆に言えば、新聞書評においては、『一般理論』の特定の話題（特に体

制論や経済思想）について紙幅を割き、貨幣や利子や政策に注目しているとい

うことになる（仮説における要素２と要素３の是認）。また、専門的な経済学者

は『一般理論』の主要概念について全般的に着目している割合が高いが、他の

著者については大きな差はない。その他の研究者、ジャーナリスト等は貨幣・

利子・政策に注目する割合が高い。 
	 しかし以上の結果は、次の制約を受けていると考えられる。まず、累積寄与

率 45.9％からわかるように、主成分３つまでで全体の情報の５割弱しか説明で
きていない。半分以上が説明不能となっており、この部分を向上させる必要が

ある。名詞出現頻度の上位 10位のエクセル表からわかるように、上位５位以下
では３回や２回の頻度しかない場合がある。また抽出された名詞・形容詞の総

単語数を一覧すると、最低 121語・13文（書評９）、最高 2194語・209文（書
評 33）であり、特に新聞書評は非常に短い。紙幅が厳しく制約され、しかも様々
な単語が使われている中で、高頻度の単語に絞った上で主成分分析をかける意

義は、割り引いて考える必要があろう。また、４つのグループの実数や割合が

ほぼ等分になったことは、発表媒体や書評者の分類で、予想ほど大きな差が出

なかったことを意味する。 
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第４節	 結語〜残された課題 
	 本稿では、経済学史研究にテキストマイニング分析を導入するという意図の

もと、ケインズ『一般理論』の初期の反応に絞って、単語の出現頻度を押さえ

た上で、クラスター分析と主成分分析を行った。1-1で３つの仮説を提示したが、
仮説１（専門用語の回避）については、明確な結論を得なかったので、判断は

保留せざるを得ない。仮説２（使用言語の厳選）および仮説３（理論前提の重

視）については、以下のように検証できたと結論する。 
 
 4-1	 分析結果 
	 まず，単語の出現頻度を分析するために，Tiny Text Minerを用いたテキスト
マイニング分析をおこなった．その分析結果から，新聞書評では富・国家・世

界という単語が（他とは異なり）上位に入り、学術雑誌では貯蓄・供給・均衡・

流動性という（他とは異なり）専門用語が上位に入った。また一般雑誌では新

聞書評と学術書評でも使われている単語が上位に来た。この分析だけでも、発

表媒体ごとの特徴を掴むことが可能であった。 
	 次に，ユークリッド距離を「類似度」と定義して解析をおこなったクラスタ

ー分析では，類似性があると導出された書評同士が，実際の書評の内容におい

ては類似性が見られなかったなど，有意な結果が得られなかった。距離の種類

を吟味した上で、統計的な距離の意味づけを経済学史上から解釈できるか、と

いう論点が抽出されたと考えるべきであろう。さらに、範疇があらかじめわか

っていない事象に、クラスター分析そのものが適合的かどうか、という問題も

ある。 
	 最後に，多変量解析の代表的な手法として主成分分析をおこなったが，『一般

理論』における主要概念全般ならびに「貨幣・利子・政策」に注目する書評を

二つのグループに分けることによって，ある程度は有効な結果が得られた。特

に、(a)媒体の専門性が高まるほど、『一般理論』の主要概念について全般的に着
目する割合が高くなる、(b)新聞書評は『一般理論』のうちで特定の話題（特に
経済体制論や社会観）に紙幅を割き、貨幣・利子・政策に注目している（有効

需要論を相対的に軽視する）、という２つの重要な結論を導くことができた。 
	 本稿では，経済学史研究におけるテキストマイニングの導入を試みることを
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目的としていたが，現状では，単語の出現頻度分析にもとづき，主成分分析と

いう多変量解析を用いることがある程度有効であることが示された．とりわけ，

主成分分析では，変数のあて方そのものについてより深い知見を得ることで，

より整合性の取れた解析結果を得られるかもしれないという展望が見えてきた． 
	  
	 4-2	 残された課題 
	 今後の課題を３種類に分けて、あらかじめ指摘しておこう。 
	 第１に、カテゴリー分けの問題点である。本稿は Backhouse (1999)による書
評のカテゴリー分け（タグ A, B, C）を踏襲した。次稿ではその分類を二方向か
ら精査し、より正確なカテゴリーを再定義する必要がある。第１の方向とは、

発表媒体の分類である。新聞、一般雑誌、学術雑誌という三区分よりは、経済

学の専門雑誌、非専門媒体（新聞や一般雑誌など）という二区分の方が望まし

いかもしれない。専門家〜非専門家という差異を先鋭化できるからである。第

２の方向とは、書評者の分類である。本稿では書評者の略伝を使いながら、便

宜的に a（ジャーナリストや政治家など）、b（理論経済学者以外の研究者）、c
（理論経済学者）に分け、しかも匿名をすべて a に分類した。次稿ではまず匿
名を除いた 36本で a, b, cの特徴を掴み、次に匿名４本の特徴と比較した上でそ
れらを再分類し、最後に新しい a, b, cの分類で再度解析する、という手続きを
踏む必要があろう。また、理論経済学者という専門家と、その他の非専門家と

いう二分法も試みるべきだろう。 
	 第２に、テキストそのものに関する問題点である。Backhouse (1999)は 1936
年の書評で、英語圏の 125本のうち、40本を対象とした。しかもそのうち８本
（すべて学術雑誌の媒体）は抄録であった。次稿ではまず８本の完全なテキス

トを解析に用いて、本稿と分析結果が異なるかどうかを調べる。もし、分析結

果が大きく異なれば（すなわち削除された部分に特異な偏りがあれば）、

Backhouse (1999)による省略43が好ましくないという判断が可能になる。さら

に可能であれば、日本語による書評は解析の困難性から保留とするとしても、

他の書評を可能な限り、分析対象に加えるという拡張がありうる。長期的には、

1937年以降の書評にも着手して、Hicks (1937)の影響をテキストマイニングか
らも確定する作業も有意義であろう。 

                                            
43 推測によれば、削除部分は『一般理論』のまとめに当たり、書評者の独自な
見解が出ない部分ではないか。 
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	 第３は、テキストマイニング分析そのものを経済学史研究に活かすことであ

る。ケインズ関連に限ってみても、『貨幣改革論』、『貨幣論』、『一般理論』とい

う三部作を比較し、例えば貨幣や政策に関して類似や異同があるかなど、理論

的な断絶説・連続性に１つの解釈を加えることが可能となろう。あるいはケン

ブリッジ学派に特徴的な用語を特定化して、ケインズによるマーシャルからの

離脱の様態を量的分析によっても明らかにしうる。さらに拡張すれば、匿名パ

ンフレットの執筆者推測（例：黄書 Yellow Bookなどにおけるケインズ執筆部
分の特定化）、ある経済学者の思想の連続・断絶（版別異同を含む）、または政

府公文書の中に、どれほど経済学者の思想が浸透しているか（例：無料公開さ

れている Parliamentary Papers44の検索）、など論題は無数にあると言える。 
	 こうした課題を克服したり拡張したりする過程で、テキストマイニングの技

術的な難点も改善され、同時に経済学史により適合的な手法も開発されること

になるだろう。テキストマイニングが内包している量的分析（技術的・統計的

部分）は、その適切さ・不適切さを含めて、従来の経済学史研究が持っている

質的手法と結合を試みることで、より深みのある経済思想の解釈をもたらす可

能性を秘めている。また経済学史の研究者と他分野（統計学、情報処理学、計

量言語学など）の研究者を結びつけ、より説得的な、新しい知見をもたらす触

媒ともなりうるだろう。 
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5 rate(5) economics(3) world(3) entrepreneur(3) 
6 price(5) problem(3) way(3) production(3) 
7 money(4) point(3) economics(3) volume(2) 
8 form(4) demand(3) formulas(3) exposition(2) 
9 capital(3) currencies(2) equations(3) resource(2) 
10 world(3) interest(2) men(3) environment(2) 
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1 policy(4) rate(7) rate(21) saving(16) 
2 money(2) interest(6) investment(19) investment(11) 
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4 reader(2) resource(4) interest(17) price(9) 
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9 rate(2) optimism(2) wage(8) analysis(6) 
10 price(2) growth(2) level(6) prices(5) 
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6 wage(5) interest(3) socialists(4) effect(3) 
7 investment(5) increase(3) capitalism(4) conditions(3) 
8 interest(4) paper(3) man(4) saving(3) 
9 money(4) things(3) employment(4) production(3) 
10 capital(4) school(3) property(3) eavesdropper(2) 

 
書評 CRGTB-a-21 CRGTB-b-22 CRGTB-b-23 CRGTB-b-24 

1 investment(14) rate(13) wage(14) employment(24) 
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2 employment(11) investment(12) investment(13) labour(19) 

3 rate(10) employment(9) unemployment(11) policy(17) 

4 interest(9) interest(8) money(8) system(16) 

5 income(9) theory(5) rate(8) wage(15) 

6 wage(8) analysis(4) view(7) economics(15) 

7 capital(5) credit(4) employment(7) demand(14) 

8 consumption(5) increase(3) consumption(6) theory(14) 

9 business(5) capital(3) point(5) capital(10) 

10 expenditures(4) gain(3) interest(4) time(10) 

 
書評 CRGTB-a-25 CRGTB-c-26 CRGTB-a-27 CRGTC-a-28 

1 economists(8) rate(13) investment(17) income(14) 
2 theory(6) interest(12) interest(16) liquidity(14) 
3 ideas(5) theory(8) rate(14) rate(12) 
4 capital(5) money(7) saving(13) saving(10) 
5 employment(5) unemployment(7) money(12) wage(10) 
6 interest(4) investment(7) employment(12) preference(10) 
7 land(4) capital(6) wage(9) investment(9) 
8 argument(4) demand(6) demand(9) money(8) 
9 difficulty(4) quantity(5) consumption(8) supply(8) 
10 opinion(3) supply(5) unemployment(8) volume(7) 

 
書

評 CRGTC-c-29 CRGTC-c-30 CRGTC-a-31 CRGTC-c-32 
1 theory(21) money(32) theory(10) rate(55) 
2 method(9) wage(15) employment(10) investment(49) 
3 change(7) rate(14) interest(7) interest(46) 
4 goods(7) income(12) function(7) equilibrium(36) 
5 money(6) labour(11) supply(7) employment(36) 
6 period(6) interest(10) demand(7) capital(34) 
7 expectations(6) quantity(9) money(5) saving(31) 
8 future(6) unemployment(8) economy(4) point(24) 
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9 analysis(6) marshall(8) prices(4) efficiency(24) 
10 supply(6) professor(8) wage(4) income(20) 

 
書評 CRGTC-c-33 CRGTC-c-34 CRGTC-b-35 CRGTC-c-36 

1 theory(8) goods(23) interest(21) rate(46) 

2 process(7) system(14) rate(17) interest(39) 

3 fact(7) capital(13) theory(12) cash(35) 

4 output(7) demand(12) money(9) investment(34) 

5 employment(6) income(11) capital(8) unemployment(27) 

6 case(5) production(10) investment(8) money(26) 

7 page(5) interest(9) employment(7) demand(23) 

8 interest(4) rate(8) saving(6) liquidity(21) 

9 world(4) unemployment(7) volume(4) wage(18) 

10 demand(4) people(7) efficiency(4) employment(16) 

 
書評 CRGTC-c-37 CRGTC-c-38 CRGTC-c-39 CRGTC-c-40 

1 rate(34) theory(16) unemployment(64) investment(15) 

2 money(33) assumption(16) demand(55) employment(12) 

3 interest(30) labour(14) wage(54) rate(8) 

4 liquidity(13) system(11) supply(53) income(7) 

5 demand(10) supply(11) employment(49) conditions(6) 

6 saving(9) prices(9) money(43) theory(6) 

7 employment(9) quantity(8) rate(43) propensity(6) 

8 income(9) unemployment(7) labour(39) saving(6) 

9 price(8) postulate(6) saving(36) interest(5) 

10 securities(8) function(6) analysis(34) consumption(5) 

 
 
付録３ 
 

	  第１グループ 第２グループ 第３グループ 第４グループ 	  

A 4 0 3 3 10 
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B 4 4 5 4 17 

C 3 4 2 4 13 

	  11 8 10 11 	 40 

a 5 2 4 6 17 

b 3 1 3 2 9 

c 3 5 3 3 14 

	  11 8 10 11 	 40 

書評の実数 

 

	  第１グループ 第２グループ 第３グループ 第４グループ 	  

A 40.0% 0.0% 30.0% 30.0% 100% 

B 23.5% 23.5% 29.4% 23.5% 100% 

C 21.8% 30.8% 15.4% 30.8% 100% 

	  	  	  	  	  	  

a 29.4% 11.8% 23.5% 35.3% 100% 

b 33.3% 11.1% 33.3% 22.2% 100% 

c 21.4% 35.7% 21.4% 21.4% 100% 

	  	  	  	  	  	  

相対的な割合１（各範疇を全体とした場合） 

 

	  第１グループ 第２グループ 第３グループ 第４グループ 	  

A 36.4% 0.0% 30.0% 27.3% 	  

B 36.4% 50.0% 50.0% 36.4% 	  

C 27.3% 50.0% 20.0% 36.4% 	  

	  100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 	  

a 45.6% 25.0% 40.0% 54.5% 	  

b 27.3% 12.5% 30.0% 18.2% 	  

c 27.3% 62.5% 30.0% 27.3% 	  

	  100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 	  

相対的な割合２（各グループを全体とした場合） 

 
 


